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「団塊の世代」60 代入り、長い「引退過程」の始まり 

（働く人々の希望・見通しからのアプローチ） 

―「『団塊の世代』の就業・生活ビジョン調査」結果より― 

 
Ⅰ．調査結果のポイント 

 

（「団塊の世代」雇用者と現在の職場（会社）） 

１．定年の適用がある人（雇用者の７割）のうち、現在の企業に定年以降も継続して就業でき

る制度があるとする人が３分の２強（67.9％）となっている。その制度としては、一定の基

準に該当すれば就業継続できる制度がもっとも多い（ｐ３／図表１－１）。  
２．現在の職場で 60 歳以降も継続して就業を希望する人は６割、今年 60 歳を迎える昭和 22
年生まれの人では７割に達している（ｐ４／図表１－３）。  

３．昨年４月施行の改正高年齢者雇用安定法による雇用継続義務化を知っているとする人は、

ほぼ３分の２（64.3％）、昭和 22 年生まれの人ではほぼ７割に達している（ｐ４／図表１－
４）。  

４．現在の企業での就業継続ができるために必要な措置として、「定年後も雇用を継続する制

度の整備」（42.6％）を挙げる人がもっとも多く、次いで「定年延長」、「勤務日数の縮減」、
「短時間勤務」、「賃金・処遇の見直し」などが多い（ｐ５／図表１－５）。  

５．現在の職業能力の自己評価をみると、若い人のそれを「かなり上回っている」と「上回っ

ている」とを合わせて３分の２程度（65.0％）であり、「まだまだ行ける」と思っている人
が多い（ｐ７／図表２－２）。  

６．自己の知識や技能を伝達する必要があると考えている人が３分の２程度（64.4％）いるが、
十分に伝達できていると考えている人は少ない。伝達ができない理由は、「伝える相手がそ

もそもいない」、「会社のサポートが足りない」、「時間が足りない」、「会社が伝達の機会を与

えてくれない」などとなっている（ｐ８／図表２－３～ｐ９／図表２－５）。  
 

（今後 10 年程度における「団塊の世代」の就業と生活ビジョン） 

７．仕事をしていたい年齢は、65 歳までが多く次いで 70 歳までとなっているが、留保なく「実
現できると思う」とする人は 29.5％であり、「条件さえ整えば実現できると思う」が 36.1％
と条件整備次第とする人の方が多くなっている（ｐ11／図表３－２）。  

８．60 歳以降に希望する雇用・就業形態等をみると、正規的な就業が減り、短時間勤務での就
業が増大するものの、前者の減少幅の方が大きく、特に 60 代後半において完全引退が段差
をもって増大することが予想される。いわゆる「2012 年問題」（注）の発生を回避するために
も、今後この年代における就業環境整備が課題となることが窺われる（ｐ14／図表３－８）。 

９．「団塊の世代」を夫に持つ妻たちの現在の生活に対する総合評価は概ね良好なものが多い

が、評価を高める要因として夫婦間の会話や共にする行動などが窺われ、今後の高齢期の生
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活における（夫の）対応方向が示唆されている（ｐ16／図表４－１、ｐ17／図表４－２）。 
10．高齢期に転居の意向を持っている人は 1 割強であるが、そうした人にあっては、かなりの
移動を伴う転居を考えている人も少なくない（ｐ18／図表５－１、ｐ19／図表５－２）。  

11．「老後資金」の目標をたてている人は６割近くいるが、達成し、あるいは達成できそうだ
とする人は３割程度にとどまる（ｐ21／図表６－１、図表６－２）。  

12．公的年金について、受給開始年齢を知っているとする人は８割に達するが、受給額を知っ
ているとする人は４割弱にとどまっている（ｐ22／図表６－４、図表６－５）。  

（注）大量の一斉退職が始まることが企業経営を始めいろいろな部面に影響を与えることが懸念されるとこ

ろから「2007 年問題」と言われてきたが、それと同様の事態が５年後の 2012 年にも起こることが懸念

されることを指している。 

Ⅱ．調査の概要 

  １．調査の趣旨 労働政策研究・研修機構における研究の一環として、本年（平成 19 年）
からいよいよ 60 歳台入りを始める「団塊の世代」の人々が、現在（調査
実施は前年）において、就業や生活設計に関して抱いている希望や見通し

を調査し、今後の「団塊の世代」の就業・生活の動向に伴うさまざまな論

点に係る基礎的なデータを提供しようとするものである。  
  ２．調査対象  民間調査機関（（株）インテージ）の郵送調査モニターのうち、  

①就業している広義の「団塊の世代」（昭和 22 年～26 年生まれ）の男女  
 3,000 人（有効回答者 2,722 人／回収率 90.7％）  

②就業している広義の「団塊の世代」の男性を配偶者に持つ女性  
 2,000 人（有効回答者 1,782 人／回収率 89.1％）  

を調査対象とした。ただし、②の調査対象者は、①の調査対象者自身の配

偶者ではない者とした。  
  ３．調査方法  上記２の①を対象とする「本人調査」と同②を対象とする「妻調査」の

２種の調査票による郵送調査を実施した。  
  ４．調査時期  平成 18 年（2006 年）10 月  
  ５．その他   調査の概要及び調査結果の詳細な解説については、別途 JILPT 調査シリ

ーズ№30 として公表することとしている。  
Ⅲ 調査結果の概要 

＜目次＞ 

１．「団塊の世代」の現在の職場での就業継続について ・・・・・・・・・・・・ 3 

  定年後も就業継続できる制度／就業継続希望／就業継続のために必要な措置／ 

２．「団塊の世代」の仕事能力の自己評価と技能継承 ・・・・・・・・・・・・・ 6 

  「きつさ」を感じるとき／職業能力の自己評価／技能伝達の必要性と伝達度 

３．「団塊の世代」の今後 10 年間における就業希望・見通し  ・・・・・・・・・10 

  就業希望上限年齢／就業動機／希望する仕事・雇用・就業形態 

４．家庭生活及び今後の不安  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15 

  妻からみた家庭生活の評価／生活設計上の不安項目 

５．高齢期の住まいの希望・見通し  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・17 

  居住地（転居）の意向／同居する家族の見通し（夫婦間の話し合いの有無） 

６．「老後資金」の準備状況と高齢期における家計収支見込み ・・・・・・・・・20 
    準備状況・見通し／年金の受給見込み／家計収支の見通し  

（参考）回答者の属性別内訳  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・23 



 - 3 - 

１．「団塊の世代」の現在の職場での就業継続について 

 

（１）現在の企業で定年後も継続して就業できる制度の有無 

 現在雇用者である人のうち定年の適用のある人は 69.1％であり、その定年年齢は 60 歳が

79.9％、65 歳が 11.2％、60～64 歳が 5.6％となっている。 

 定年の適用のある人に、「定年後も現在の企業で引き続き就業できる制度」の有無等を尋ねた

ところ、①希望すればほぼ全員が続けられる制度（「希望者全員継続制度」）があるとする人が

21.5％、②一定の基準に該当すれば続けられる制度（「基準該当者継続制度」）が 26.0％、③会

社の方から望まれた場合に続けられる制度（「会社指定者継続制度」）が 20.4％となっており、

これら三つの計で 67.9％の人が現在の企業で継続就業ができる制度があるとしている。三つの

制度の中では「基準該当者継続制度」がやや多くなっている。 

勤務先の企業規模別にみると、規模が大きいところほど定年後就業継続制度があるとする人

の割合が高くなっている（図表１－１）。 

　（注）　規模の小さい企業では、定年制そのものが少なく、定年がある場合でも60歳を超えるところが相対的に多い

　　　ことは留意されてよい。

図表１－１　定年後就業継続できる制度の有無（定年適用あり）
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１００～９９９人

１，０００人～

希望すればほぼ全員仕事が続けられる 一定の基準に該当すれば仕事が続けられる

会社の方から望まれた場合に仕事が続けられる とくにそうした制度はない

わからない 無回答

 
 

（２）定年後就業継続制度の導入時期 

 上記の定年後就業継続制度があるとした人に、その制度が導入された時期を尋ねたところ、

「ここ１年の間」とする人が 25.7％、「２～３年の間」が 21.3％などとなっている。 

企業規模別にみると、規模が大きいところほど最近になって導入されたとする人の割合が高

くなっている（図表１－２）。 

図表１－２　定年後就業継続できる制度の導入時期
（当該制度あり）
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 - 4 - 

（３）60 歳以降就業継続の希望状況 

 現在雇用者である人が、現在の職場で 60 歳以降の就業継続を希望するかどうかをみると、雇

用者計で 61.1％の人が希望するとし、希望しないとする人は 37.8％となっている。また、企業

規模別にみると、規模が大きいほど相対的に希望割合は低くなっている。  
定年の適用の有無別にみると、定年適用のない人の希望割合は 72.4％となっているのに対し

て定年適用のある人の希望割合は 56.8％にとどまっている。さらに、定年がある場合において、
前述の定年後も就業継続ができる制度の有無別にみると、当該制度ありで 59.8％に対して同制
度なしでは 47.7％と 10％ポイント以上の開きがみられている。  
「団塊の世代」の誕生年別にみてみると、60 歳直前の昭和 22 年（1947 年）生まれの人の希

望率は 71.8％に達しているのに対して、60歳到達に期間がある人ほど希望率が相対的に低く、
60 歳に近づくにつれて希望率は高くなる傾向がみられる（図表１－３）。  

図表１－３　現在の職場で60歳以降就業希望の有無（雇用者）
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（４）高年齢者雇用安定法改正による雇用継続義務化の認知度 

65 歳までの雇用継続義務化1を「知っている」とする雇用者は、64.3％、ほぼ３分の２とな

っている。企業規模別には、規模が大きくなるほど認知度は高くなっている。 

 定年が適用される人は 68.5％であるのに対して、適用のない人は 54.4％と適用のある人の方

が認知度は高くなっている。また、誕生年別にみてみると、ややバラツキはあるものの、60 歳

に近い年齢の人ほど認知度が高い傾向がみられる（図表１－４）。 

図表１－４　雇用継続義務化の認知度  （雇用者）
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知っている 知らない 無回答

 

                                                  
1 平成 18 年（2006 年）４月に改正高年齢者雇用安定法が施行され、事業主はその雇用する労働者について、
段階的に 65 歳までの安定した雇用を確保するため、定年の引上げ、継続雇用制度の導入等の措置（高年齢
者雇用確保措置）導入しなければならないこととされた。  
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（５）就業継続のために必要と思う措置 

 就業継続を実現するためにどのような措置が必要と考えているかをみると、雇用者計でみて、

「定年後も雇用を継続する制度の整備」を挙げる人が 42.6％ともっとも多く、次いで「定年延
長」（32.6％）、「勤務日数の縮減」（29.3％）、「短時間勤務」（28.4％）、「賃金・処遇の見直し」
（27.6％）などを挙げる人が多くなっている。まず、そもそも継続就業ができる雇用制度面の
見直し、次いで就業形態や処遇面の調整を考える人が多くなっているといえる。  
 これを企業規模別にみると、企業規模が大きくなるほど指摘される割合が高くなる傾向が明

確にみられる項目として、「定年後も雇用を継続する制度の整備」（30 人未満：28.3％／1,000
人以上：52.2％）、「定年延長」（同 20.1％／43.2％）があり、ややそうした傾向がみられる項
目に「賃金・処遇の見直し」（同 21.9％／32.9％）がある。「勤務日数の縮減」や「短時間勤務」、
「仕事の内容を見直す」などは規模の大小とはあまり関係がみられない。また、「技能・知識の

引き継ぎのための指導者として活用」は、30～99 人規模と 1,000 人以上規模で相対的に多くな
っている。なお、「特別の措置は必要ない」とする人の割合は、規模が小さいほど高くなってい

る（図表１－５）。  

図表１－５　就業継続のために必要な措置（雇用者）
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本人調査：雇用者計 1,000人以上 100～999人 30～99人 ～29人
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 就業継続のために必要な措置を現在の仕事の内容（職業）別にみると、「勤務日数の縮減」や

「短時間勤務」といった就業形態の調整については、技能工・生産工程の仕事に従事している

人で指摘する割合がもっとも高く、次いでサービスの仕事、販売の仕事でも相対的に高くなっ

ている。また、「賃金・処遇の見直し」では管理的な仕事でもっとも高く、技能工・生産工程の

仕事などが続いている。「技能・知識の引継ぎのための指導者として活用」は、専門・技術的な

仕事と技能工・生産工程の仕事で他よりも高くなっており、これらの職種で技能伝達のために

「やるべきこと」が意識されていることが窺われる（図表１－６）。  
 

（％）

定年年齢以降も引き続き雇用を継続する制度整備 48.2 47.7 41.4 40.1 33.1 47.0 38.6

定年年齢の延長 29.6 35.9 36.2 31.4 25.7 42.2 33.1

少ない日数での勤務ができるようにする 31.1 25.6 28.9 27.7 31.6 34.9 28.3

短時間勤務ができるようにする 23.3 24.1 29.6 33.6 30.1 36.1 30.7

賃金や処遇を見直す 26.5 38.5 24.3 26.3 21.3 30.1 26.5

仕事の内容を見直す 19.5 21.5 11.8 26.3 15.4 19.3 18.1

技能や知識の引継ぎのための指導者として活用 28.0 17.9 11.2 14.6 11.0 25.3 13.3

定年年齢そのものの撤廃 10.5 11.8 9.2 14.6 12.5 16.9 13.3

高齢者の再教育や訓練を行う 6.6 6.2 5.3 11.7 5.9 14.5 9.6

その他 1.6 1.0 2.6 2.2 0.7 1.2 1.8

特別の措置は必要ない 15.6 17.4 19.1 13.1 25.7 8.4 21.1

無回答 1.6 1.5 1.3 0.7 2.2 2.4 1.8

図表１－６　仕事の内容別継続就業のために必要な措置（雇用者）

専門・技術
的な仕事

管理的な仕
事

事務の仕事 販売の仕事 サービスの
仕事

技能工・生産
工程の仕事

上記以外の
仕事

 

 

 

２．「団塊の世代」の仕事能力の自己評価と技能継承 

 

（１）仕事で「きつさ」を感じるとき 

  現在の仕事において「きつさ」を感じるときについて尋ねた結果をみると、雇用者計で「全

般的にきついと感じる」とする人は 13.4％にとどまり、「仕事が立て込んだ時にきついと感じ
る」が 26.9％、「トラブル発生時等通常と違う状況のときにきついと感じる」27.6％と半数以
上の人が別段の事情があるときに感じるとし、「きついと感じることはあまりない」とする人も

24.7％と４分の１程度いる。このように、少しの配慮をすれば現在の職場でまだまだ就業可能
であると考えてよい人が８割程度となっている。  
 仕事の内容（職業）別にみると、「サービスの仕事」（20.5％）や「技能工・生産工程の仕事」

（18.8％）では「全般的に感じる」とする人の割合が相対的に高くなっており、現業的な現場

においてはそのままの形で就業継続することは困難な人も少なくないことを窺わせる結果とな

っている。また、「立て込んだ時」の割合が相対的に高い仕事としては、「技能工・生産工程の

仕事」（33.3％）、「事務の仕事」（30.9％）、「専門・技術的な仕事」（30.0％）などがあり、一方、

「トラブル等の時」の割合が相対的に高い仕事には、「管理的な仕事」（37.7％）、「専門・技術

的な仕事」（31.4％）などがある（図表２－１（次ページ））。 
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図表２－１　仕事で「きつさ」を感じるとき（雇用者）

13.4

10.6

13.3

6.0

10.0

20.5

18.8

21.6

26.9

30.0

18.4

30.9

28.4

24.5

33.3

25.9

27.6

37.7

27.9

24.0

25.4

16.9

24.7

25.0

22.9

23.0

14.5

27.1

5.7

4.8

9.0

5.5

5.8

7.5

31.4

24.2

24.7

30.2

2.6

6.7

2.0

1.7

0.7

0.9

2.0

2.5

2.2

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

本人調査：雇用者計

専門・技術的な仕事

管理的な仕事

事務の仕事

販売の仕事

サービスの仕事

技能工・生産工程の仕事

上記以外の仕事

全般的に仕事がきついと感じる 仕事が立て込んだ時にきついと感じる

トラブル発生等通常と違う状況の時にきついと感じる きついと感じることはあまりない

なんともいえない 無回答
 

 

（２）職業能力の自己評価 

 現在の自身の職業能力をどのように自己評価しているかについて仕事を始めて数年の若い人

との比較で尋ねた結果をみると、雇用者計で「上回っている」とする人が 38.8％ともっとも多
く、次いで「かなり上回っている」が 26.2％と両者合わせて３分の２程度となっている。一方、
「若い人にはかなわない」とした人は 8.5％にすぎなかった。  
 仕事の内容別にみると、若い人を上回っているとする割合が相対的に高いものには、「管理的

な仕事」（80.5％）、「専門・技術的な仕事」（78.9％）などがあり、一方相対的に低いのは「事
務の仕事」（54.7％）、「サービスの仕事」（55.5％）、「技能工・生産工程の仕事」（59.4％）など
となっている（図表２－２）。  

図表２－２　自己の職業能力（対若年者比）（雇用者）

26.2

39.1

42.8

11.1

21.9

13.0

21.7

18.4

38.8

39.8

37.7

43.6

39.8

42.5

37.7

32.2

13.5

6.0

17.4

17.5

16.7

22.7

8.5

3.9

7.0

10.0

10.1

13.3

11.5

9.0

12.9

14.5

10.9

12.2

15.4

7.7

11.4

6.2

16.8

6.5

1.2

2.9

2.5

1.7

0.6

0.7

1.5

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

本人調査：雇用者計

専門・技術的な仕事

管理的な仕事

事務の仕事

販売の仕事

サービスの仕事

技能工・生産工程の仕事

上記以外の仕事

若い人をかなり上回っていると思う 若い人よりは上回っていると思う 同じようなものだと思う

若い人にはかなわないと思う なんともいえない 無回答
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（３）自己の技能の伝達 

①伝達の必要性 

 自己の技能や技術を後継者に伝えるべきと思うかどうかについてみると、雇用者計で「伝え

るべきである」とする人が 64.4％となっており、多くの人が技能の伝達の必要性を感じている。 
 仕事の内容別にみると、「専門・技術的な仕事」（77.5％）や「管理的な仕事」（77.4％）では
４分の３を超えており、また「販売の仕事」（63.2％）や「技能工・生産工程の仕事」（63.0％）
でも３分の２近くの人が技能伝達を必要としている（図表２－３）。 

図表２－３　技能伝達の必要性（雇用者）

64.4

77.5

77.4

54.4

63.2

53.0

63.0

50.2

31.1

19.9

20.5

40.6

32.8

42.5

30.4

43.9

4.5

4.0

2.1

4.5

2.6

5.0

6.5

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本人調査：雇用者計

専門・技術的な仕事

管理的な仕事

事務の仕事

販売の仕事

サービスの仕事

技能工・生産工程の仕事

上記以外の仕事

伝えるべきである 伝える必要はない 無回答

 

②技能伝達が実現している程度 

 技能伝達が必要であるとした人に実際に伝わっているかどうかを尋ねた結果をみると、雇用

者計で「うまく伝わっている」とする人は 4.9％に過ぎず、「ある程度伝わっている」が 65.5％
となっており、おおむね３分の２の人が技能の伝達は「ある程度」の段階にとどまっていると

考えている。また、「あまり伝わっていない」（23.5％）も４分の１近くあり、「まったく伝わっ
ていない」（4.9％）を合わせて３割近くの人が技能の伝達に問題点を感じているといえる。  
 仕事の内容別にみると、総じてどの仕事も同様の回答状況となっているが、「あまり伝わって

いない」と「まったく伝わっていない」との合計でみて「専門・技術的な仕事」（32.2％）、  
「技能工・生産工程の仕事」（29.9％）、「サービスの仕事」（28.3％）などの順で高くなってい
る。  

　　（注）　技能伝達が必要であるとした人の回答結果である。

図表２－４　技能伝達実現の程度（雇用者）

4.9

5.3

1.6

5.6

7.1

8.5

4.6

4.7

65.5

61.6

70.4

64.8

67.7

61.3

65.5

68.8

23.5

23.7

19.7

23.6

25.3

20.3

4.9

3.5

3.1

4.7

4.6

4.7

27.6

17.9

4.6

9.9

0.9

1.9

1.3

0.8

2.4

1.9

0.0

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本人調査：雇用者計

専門・技術的な仕事

管理的な仕事

事務の仕事

販売の仕事

サービスの仕事

技能工・生産工程の仕事

上記以外の仕事

うまく伝わっている ある程度伝わっている あまり伝わっていない まったく伝わっていない 無回答
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③技能伝達ができていない理由 

 上記②の設問で「あまり伝わっていない」又は「まったく伝わっていない」と回答した人に

その理由を尋ねた結果（重複回答可）をみると、男女計では「伝える相手がそもそもいない」

が 42.0％ともっとも多く、次いで「会社のサポートが足りない」（27.1％）、「時間が足りない」
（23.9％）、「会社が伝達の機会を与えてくれない」（17.2％）などとなっている。  
 仕事の内容別にみると、「サービスの仕事」以外のすべての仕事で「伝える相手がいない」が

理由の第１位となっており、特に「事務の仕事」（64.4％）ではほぼ３分の２の人が、「技能工・
生産工程」（46.2％）ではほぼ半数近くの人が、「専門・技術的な仕事」（42.3％）でも４割を超
える人がそれぞれ挙げている。また、第１位を「会社のサポートが足りない」（36.7％）にゆず
った「サービスの仕事」でも 33.3％と第１位と遜色ない割合になっている。すなわち、今般の
技能伝達の大きな背景の一つに後継となる人材の不足があると考えられているといえよう。第

２位の理由として多く挙げられているのが「会社のサポートが足りない」（「専門・技術」、「技

能・生産」）や「時間が足りない」（「管理」、「事務」）があり、また、「販売の仕事」では「伝え

た相手がすぐに辞めてしまった」が第１位と同じ割合となっている（図表２－５）。  
「技能を伝える相手がそもそもいない」の割合を勤め先の企業規模別にみると、「～29 人」

が 54.7％、「30～99 人」39.3％、「100～999 人」38.3％、「1,000 人～」38.0％といずれの規模

でも第１位となっており、30 人未満の小規模企業でとりわけ多くなっている。一方、30 人以上

の企業では、「会社のサポートが足りない」が第２位に挙げられており、また「時間が足りない」

も規模が大きくなるほど割合が高くなっている。 

 

技術を伝える
相手がそもそ
もいない

伝えた相手
がすぐ辞め
てしまった

時間が足り
ない

会社のサ
ポートが足
りない

会社が伝達
の機会を与
えてくれな
い

その他 無回答

本人調査：雇用者計 42.0 13.1 23.9 27.1 17.2 14.9 2.3

専門・技術的な仕事 42.3 9.6 27.9 29.8 23.1 10.6 2.9

管理的な仕事 35.7 14.3 31.4 30.0 14.3 15.7 1.4

事務の仕事 64.4 4.4 22.2 11.1 6.7 13.3 2.2

販売の仕事 34.5 34.5 20.7 24.1 13.8 10.3 0.0

サービスの仕事 33.3 16.7 13.3 36.7 16.7 30.0 0.0

技能工・生産工程の仕事 46.2 19.2 23.1 30.8 26.9 15.4 0.0

上記以外の仕事 34.4 6.3 12.5 28.1 15.6 18.8 6.3

～２９人 54.7 21.3 13.3 13.3 8.0 12.0 2.7

３０～９９人 39.3 8.2 23.0 36.1 14.8 14.8 3.3

１００～９９９人 38.3 12.8 26.6 28.7 22.3 17.0 1.1

１，０００人～ 38.0 11.1 29.6 30.6 21.3 14.8 2.8

　（注）　実線で囲んだセルは第１位、破線で囲んだセルは第２位の割合である。

図表２－５　技能の伝達ができていない理由
（Ｍ．Ａ．　％）
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３．「団塊の世代」の今後 10 年間における就業希望・見通し 

（注）これ以降は、雇用者だけでなく、他の従業上の地位の人々についてのデータも紹介する。 

 

（１）所得を伴う仕事をしたい上限年齢 

①就業希望上限年齢 

 「団塊の世代」の人々が何歳くらいまで所得を伴う仕事をしたいと考えているかをみると、

本人調査計で 65 歳が 42.5％ともっとも多く、次いで 70 歳が 23.9％となっている。総じて 65
歳とする人と 70 歳とする人とに大きく２分され、雇用者（65 歳：46.1％／70 歳：19.8％）は
相対的に 65 歳派が多く、一方自営業主（同 26.7％／41.8％）は 70 歳派の方が多い。  
 60 歳で所得を伴う仕事から引退を考えている人は、全体で 12.4％、男女別には女性の方が
多くなっている。また、雇用者で 13.1％、うち正社員は 12.2％となっている（図表３－１）。  
 

　（注）　「60歳未満」および「66～69歳」については、データ値の表示は割愛した。

図表３－１　所得を伴う就業をしたい上限年齢

12.4

9.0

17.5

13.1

12.2

5.0

9.4

9.2

9.6

12.4

12.7

1.9

42.5

43.3

45.8

26.7

5.8

7.3

3.4

3.5

3.4

16.2

3.9

42.1

46.1

21.1

23.9

27.4

18.5

19.8

41.8

2.6

1.8

1.4

1.2

5.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

本人調査：計

　男性

　女性

　雇用者

　　（正社員）

　自営業主

６０歳未満 ６０歳 ６１～６４歳 ６５歳 ６６～６９歳 ７０歳 ７１歳以上 無回答

 
 

②就業希望上限年齢の実現可能性に関する判断 

 上記①の年齢まで就業ができるかどうかについての考えをみると、留保なく「実現できると

思う」とする人は 29.5％であり、「条件さえ整えば実現できると思う」が 36.1％と条件整備次
第とする人の方が多くなっているものの、合わせて３分の２程度の人ができそうだと考えてい

る。一方、「実現は難しいと思う」とする人は 14.9％であり、「何ともいえない」が 17.7％とな
っている。  
 男女別にみると、「実現できる」とする人の割合はあまり変わらない中で、男性に比べ女性で

「条件整備次第」（男性：38.5％／女性：32.5％）の割合が低く、「実現困難」（同 13.8％／16.6％）
がやや高くなっている。従業上の地位別には雇用者よりも自営業主の方が「実現できる」（雇用

者：28.9％／自営業主：39.3％）の割合がかなり高くなっている。  
 また、希望就業上限年齢が 65 歳の人と 70 歳の人とを比べれば、前者よりも後者の方が実現
可能性度はやや小さくなっている（図表３－２（次ページ））。  
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図表３－２　就業希望上限年齢の実現可能性の判断

29.5

30.2

28.5

28.9

30.1

39.3

27.8

23.0

36.1

38.5

32.5

37.1

37.4

33.7

38.9

40.2

14.9

13.8

16.6

14.9

15.0

10.9

14.2

18.9

17.7

19.6

16.5

13.9

19.1

17.8

18.0

16.6

1.8

1.0

2.9

1.1

1.1

2.2

0.1

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

本人調査：計

　男性

　女性

　雇用者

　　（正社員）

　自営業主

就業上限年齢：65歳

就業上限年齢：70歳

実現できると思う 条件さえ整えば実現できると思う 実現は難しいと思う なんともいえない 無回答

 

③妻が夫に望む就業上限年齢 

 妻調査計でみると、妻が夫に働いていて欲しい（上限）年齢は、65 歳が 49.4％とほぼ半数
でもっとも多く、次いで 70 歳が 26.8％と多くなっている。夫が雇用者である場合をみると、
65 歳が 54.8％、70 歳 22.8％と全体に比べてやや 65 歳の方が多くなっている。  
 これを本人調査における男性の結果と比較すると、雇用者については、60 歳台前半における
違いが目立っている。すなわち、本人においては 22.7％の人が 60～64 歳で引退を考えている
のに対して妻はその年齢を考えている人は 14.7％に過ぎず、８％ポイントの乖離がある。これ
に対して、65 歳は本人が 46.9％に対して妻では 54.8％となり、その差は 7.9％ポイントとなっ
ている。すなわち、雇用者では男性本人は 60 歳台前半での引退を考えているのに対して、妻
は（せめて）65 歳までは働いて欲しいと考えているところもあるといえよう（図表３－３）。  
 

（％）

６０～６４歳 ６５歳 ６６～６９歳 ７０歳 ７１歳以上 無回答

妻調査：計 13.1 49.4 3.8 26.8 4.0 2.9

　夫：雇用者 14.7 54.8 4.0 22.8 2.0 1.7

本人調査：男性 18.7 42.1 2.6 27.4 7.3 1.8

　男性雇用者 22.7 46.9 2.5 22.9 4.3 0.8

図表３－３　夫への就業希望上限年齢

  （注）　本人調査の「60歳未満」は「60～64歳」に含めている。

 

（２）60 歳以上での就業動機 

①本人の動機 

 60 歳以上において就業する際の動機をみると、本人調査計でみて、「収入を得るため」が
77.8％でもっとも多く、次いで「健康や体力を維持するため」54.2％、「自分の知識や能力を活
かすため」30.1％、「働くのが当たり前だから」24.6％が多くなっている。  
 雇用者と自営業主との比較では、「収入」や「健康維持」では雇用者で高くなっている一方、

「自己能力活用」や「働くのが当たり前」は自営業主の方が多くなっている。  
 希望就業上限年齢で比較すると、65 歳の方が相対的に高い動機は「収入」（65 歳：84.3％／
70 歳：81.7％）であるのに対して、70 歳の方では「自己能力活用」（同 29.8％／37.8％）や「働
くのが当たり前」（同 24.3％／34.6％）となっている（図表３－４（次ページ））。 
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収入を得る
ため

健康や体力
を維持する
ため

自分の知識
や能力を活
かすため

働くのが当
たり前だか
ら

家に居場所
がないため

その他 特に理由は
ない

無回答

本人調査：計 77.8 54.2 30.1 24.6 1.8 3.4 2.2 3.9

　男性 80.0 53.9 33.7 26.6 2.5 2.1 2.1 2.4

　女性 74.5 54.7 24.6 21.6 0.7 5.4 2.3 6.1

　雇用者 80.2 57.3 29.0 20.6 2.2 2.9 1.6 3.7

　自営業主 76.9 47.4 41.2 40.9 0.3 3.1 1.7 2.8

就業上限年齢：65歳 84.3 57.2 29.8 24.3 2.2 2.8 1.0 1.3

就業上限年齢：70歳 81.7 56.5 37.8 34.6 1.4 2.5 1.1 1.7

図表３－４　就業動機（Ｍ．Ａ．）

 

②妻が考える動機 

 妻調査により妻が夫に 60歳以降仕事をして欲しい理由をみると、「収入」を挙げる人が 70.7％
ともっとも多くなっており、次いで「健康維持」（56.6％）、「働くのが当たり前」（37.5％）、「能
力活用」（33.3％）と先に本人調査でみたのと同様の理由となっている中で、「ゴロゴロと家に
いて欲しくないから」という理由も 36.8％の人が挙げている。雇用者にあっては、この理由が
41.1％と「能力活用」や「働くのが当たり前」よりも高い割合となっている。一方、夫が自営
業主である場合は、「ゴロゴロと家にいて欲しくない」とする妻は 25.1％と雇用者の場合より
もかなり低くなっている。  
 これを本人調査の男性の結果と比べると、「収入」を挙げる割合は夫よりも妻の方がやや小さ

くなっている一方、「働くのが当たり前」や「ゴロゴロと家にいて欲しくない」（本人調査では

「家に居場所がない」）では妻の方がかなり高くなっている（図表３－５）。  
 

（％）

収入が必要
だから

夫の健康や
体力を維持
するため

夫の知識や
能力を活か
してほしい

働けるうち
は働くのが
当たり前だ

ゴロゴロと
家にいて欲
しくないから

とくに理由
はない

無回答

妻調査：計 70.7 56.6 33.3 37.5 36.8 2.0 1.5

　夫：雇用者 70.1 58.2 31.9 34.5 41.1 2.2 0.8

本人調査：男性 80.0 53.9 33.7 26.6 2.5 2.1 2.4

　男性雇用者 80.9 56.1 31.9 21.5 3.1 2.0 2.5

図表３－５　夫への就業希望の理由（Ｍ．Ａ．）

　（注）　本人調査の「その他」は割愛した。

　　　　　表頭の項目の標記は妻調査のものを使用している。とくに「ゴロゴロと家にいて欲しくない」は、本人調査で

　　　は「家に居場所がないため」に対応させていることに留意されたい。

 

 

（３）60 歳以上で就業を希望する仕事 

①仕事の内容の継続性・類似性 

60 歳以降仕事をする場合に、これまでの仕事との類似性の視点からどのような仕事を希望す
るかを尋ねた結果（重複回答可）をみると、雇用者計で「これまでと同様の仕事」をしたいと

する人が 50.8％とほぼ半数となっており、「同様ではないがこれまでの知識や経験の活かせる
仕事」も 35.0％となっている。一方、「とくに仕事の内容にはこだわらない」とする人は 25.7％
と４分の１であり、明確に「これまでと異なる分野の仕事」とする人は 10.5％にとどまってい
る。このように多くの人は、これまでの仕事と同様か類似した仕事をしたいと考えている。  
現在の仕事の内容（職業）別にみると、「同様の仕事」が相対的に多い仕事は販売の仕事

（59.2％）、サービスの仕事（55.5％）、専門・技術的な仕事（51.1％）などであり、「知識・経
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験を活かせる仕事」では管理的な仕事（50.6％）、専門・技術的な仕事（42.2％）などとなって
おり、また、「こだわらない」ではサービスの仕事（36.0％）、販売の仕事（31.3％）、技能工・
生産過程の仕事（31.2％）などが相対的に多くなっている（図表３－６）。  
 

これまでと
同様の仕事

同様ではな
いがこれま
での知識や
経験の活か
せる仕事

これまでと
異なる分野
の仕事

とくに仕事
の内容には
こだわらな
い

なんともい
えない

無回答

本人調査：雇用者計 50.8 35.0 10.5 25.7 4.4 3.6

専門・技術的な仕事 51.1 42.2 12.7 19.7 3.8 3.6

管理的な仕事 41.3 50.6 11.1 22.0 4.2 2.4

事務の仕事 49.0 26.8 10.7 26.5 3.7 7.0

販売の仕事 59.2 32.8 8.5 31.3 3.0 1.5

サービスの仕事 55.5 23.0 8.5 36.0 3.0 3.5

技能工・生産工程の仕事 49.3 27.5 10.1 31.2 8.7 2.9

上記以外の仕事 55.7 27.8 9.8 25.5 5.5 2.4

（雇用者の仕事の内容別） （M．A．、％）

図表３－６　60歳以降仕事をする場合のこれまでの仕事との類似性希望状況

 

②希望する収入 

現在雇用者である人が 60 歳以降に就業する場合に、どれくらいの収入を希望するかについ
てみると、「現在の収入と同程度」とする人（30.5％）と「７～８割程度」（30.3％）とが同程
度で多くなっており、次いで「半分程度」18.3％などとなっており、「特にこだわらない」は
9.3％であった。  
これを現在の年収別にみると、現在の年収が高くなるにしたがって「現在と同程度」から「７

～８割程度」、さらに「半分程度」へとウェイトが高まる傾向がみられている（図表３－７）。  

　　（注）　「なんともいえない」の全部及び「３～４割」で数値の小さな区分はデータ値の表示を割愛した。

図表３－７　60歳以上で就業する場合の希望収入
（雇用者の年収別）

30.5

49.3

42.7

41.4

33.3

31.9

21.2

13.8

12.2

12.4

14.3

30.3

18.9

28.0

32.7

38.9

28.5

37.1

35.6

36.1

38.0

31.4

18.3

8.1

10.0

11.1

8.7

22.2

25.8

25.0

27.9

31.8

28.6

6.3

5.4

7.0

6.7

9.3

11.0

8.5

8.0

8.7

5.6

7.6

11.9

12.2

6.2

11.0 2.9

3.9

3.4

2.3

3.5

2.4

3.1

2.8

3.7

5.0

5.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

本人調査：雇用者計

２００万円未満

２００～２９９万円

３００～３９９万円

４００～４９９万円

５００～５９９万円

６００～６９９万円

７００～７９９万円

８００～８９９万円

９００～９９９万円

１，０００万円～

現在の収入と同程度 現在の収入の７～８割程度 現在の収入の半分程度

現在の収入の３～４割程度 特に収入にはこだわらない なんともいえない

無回答
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（４）60 歳以降就業を希望する雇用・就業形態 

 60 歳以降就業する場合に希望する雇用・就業形態をみると、正規的な就業の割合が順次低下

し、短時間勤務などの割合がやや増加した後、60 歳台後半になると就業を希望する人の割合は

目立って低下し、代わってボランティア活動や完全引退の割合が高くなる傾向がみられる。 

これを現在雇用者かつ正社員である人についてみると、まず 61 歳時点で希望する就業形態
をみると2、正社員が 45.1％、契約・嘱託社員 28.1％、短時間勤務 16.6％、自営業や自営業の
手伝いが 6.5％となっている。また、10.9％の人がボランティア活動をしたいとしている。仕
事もボランティア活動もしないとする人は 3.0％となっている。それ以降、雇用・就業形態別
には次のように推移している（図表３－８）。  
①61 歳以降正社員希望の割合は順次低下し、特に 65 歳から 66 歳にかけては 23.8％ポイント
と大きな段差を付けて低下し、割合の水準も 5.0％となり以降緩やかに低下している。  
②契約・嘱託社員は、65 歳まではほぼ横ばいで推移し 65 歳時点では 24.0％となるが、66 歳
になると 10.8％（13.2％ポイントの低下）にまで急激に低下し、以降緩やかに低下する。  
③短時間勤務については、65 歳（24.6％）まで上昇した後低下に転じるが、低下は緩やかであ
り、60 歳台後半も 20％台を維持する。  
④ボランティア活動は、60 歳台前半において緩やかに上昇し、66 歳にかなりの上昇（11.3％
ポイント）を示して 28.0％となった後、60 歳台後半はほぼ横ばい域で推移する。  
⑤仕事やボランティア活動はしない（完全引退）は、65 歳の 7.7％まで緩やかに上昇した後、

66 歳に 21.9％（14.2％ポイント上昇）へと急激に上昇し、以降毎年２～３％ポイントずつ上
昇していく。 

図表３－８　正社員：60代における希望雇用・就業
形態

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

61歳 62歳 63歳 64歳 65歳 66歳 67歳 68歳 69歳 70歳以降

％

正社員として働く 契約社員や嘱託として働く

短時間勤務で働く ボランティア活動をする

仕事やボランティア活動はしない

 
 

                                                  
2 重複回答であるので、合計は 100 とはならない。  
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４．家庭生活及び今後の不安 

（１）生活に対する妻の総合評価 

「団塊の世代」の今後は職業生活からの引退過程でもあり、とくに男性にとっては職場から

家庭に回帰する過程である。したがって、家庭生活のもう一方の担い手、しばしば主軸である

妻が、これまで及び現在の暮らしをどのように考えているかなどを確認しておくことがどうし

ても必要である。  
「団塊の世代」の男性の妻たちが現在の生活を総合的にどのように評価しているか（５段階

評価）をみると、妻調査計でみて、「段階３（普通）」が 37.5％ともっとも多くなっているが、
それを超えて「段階５（満足）」が 13.4％、「段階４」（調査上記述はしていないが、「まあまあ
満足」ということができる。）が 30.2％と合わせて 43.6％が満足方向としている。一方、「段階
２」（同「やや不満」）は 11.8％、「段階１（不満）」4.4％と不満方向は合わせて 16.2％となっ
ている。  
 夫の従業上の地位別にみると、雇用者に比べ自営業主の方がやや満足方向の割合が少なく、

不満方向の割合が多くなっている（図表４－１）。 

図表４－１　生活に対する妻の総合評価（５段階）

13.4

13.5

13.2

30.2

31.7

26.2

27.5

37.5

36.7

38.0

47.5

11.8

11.8

12.4

7.5

4.4

4.3

5.9

12.5
2.5

4.2

2.5

2.6

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

妻調査：計

夫：雇用者

夫：自営業主

夫：家族従業者

段階５（満足） 段階４ 段階３（普通） 段階２ 段階１（不満） 無回答
 

 

（２）生活の状態と妻による生活総合評価 

 妻による生活の総合評価の段階の数値をその評価の得点とみなして満足／不満足評価に関す

る平均得点を計算し、いろいろな調査項目のカテゴリーごとにみると、夫が雇用者の場合につ

いて次のように整理することができる（図表４－２（次ページ））。  
①結婚形態については、お見合い結婚（平均得点：3.31）よりも恋愛結婚（3.45）の方が満足
度は高くなっている。その中で職場結婚（3.42）は、学友同士の結婚（3.74）やその他（3.46）
に比べ満足度はやや低い。  
②結婚像と実際とを比較した評価結果については、当初の結婚像（期待）が実現したと感じて

いる度合いが高いほど満足度も高くなっている。  
③夫の職場・仕事に関することや家計その他の生活に関することを問わず、夫婦間で会話がよ

くなされるほど満足度は高くなっている。  
④ふだんの夫の帰宅時間については、この段階では特段の傾向は見出せないが、「その他」（3.05）
や「なんともいえない」（2.74）（恐らく日によって何時に帰宅するかわからないということ
であると考えられる。）において満足度が低くなっている。  
⑤休日における夫の行動については、「夫婦そろって外出することが多い」とする場合（3.93）
の満足度が飛び抜けて高くなっている。  
⑥夫婦の関係についての判断については、「おしどり夫婦」（4.01）や「仲良し夫婦」（3.93）で
満足度がかなり高く、一方「仮面夫婦」（1.54）では満足度が低いというより不満度が高くなっ
ている。 
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妻調査：計 夫が雇用者 妻調査：計 夫が雇用者

計 3.37 3.39 ○ふだんの夫の帰宅時間

○結婚形態 　午後６時 3.34 3.26

　恋愛結婚 3.43 3.45 　午後７時 3.43 3.44

　　出会い：職場 3.40 3.42 　午後８時 3.47 3.54

　　出会い：学校 3.71 3.74 　午後９時 3.40 3.43

　　出会い：その他 3.41 3.46 　午後10時 3.53 3.51

　見合い結婚 3.32 3.31 　午後11時 3.46 3.46

　その他 3.05 3.11 　午後12時 3.14 3.30

○結婚像と実際の比較 　それ以降 3.35 3.44

　期待以上にすばらしいものであった 4.79 4.76 　その他 3.20 3.05

　ほぼ期待していたとおりであった 4.18 4.16 　交代制勤務なので日によってまちまち 3.19 3.21

　半分くらい期待が実現できた 3.46 3.49 　なんともいえない 2.86 2.74

　期待はあまり実現できていない 2.69 2.68 ○休日における夫の行動

　思い描いたものとはまったく違ったものになった 2.27 2.16 　家にいて余暇を過ごすことが多い 3.34 3.34

　なんともいえない 3.08 3.06 　家にいるが仕事をすることが多い 3.41 3.44

○夫の職場・仕事に関する夫婦間の会話計 　仕事の関係で外出することが多い 3.27 3.41

　何事によらず話をする方である 3.66 3.69 　趣味などで１人で外出することが多い 3.11 3.11

　特別のことがあったときだけ話をする 3.31 3.34 　夫婦そろって外出することが多い 3.89 3.93

　職場や仕事のことはめったに話さない 3.08 3.10 　なんともいえない 3.03 3.04

　なんともいえない 3.00 3.02 ○夫婦の関係についての判断

○家計その他生活に関する夫婦間の会話 　「おしどり夫婦」 3.98 4.01

　何かにつけよく話し合う 3.97 4.02 　「仲良し夫婦」 3.90 3.93

　特別なことがあれば話し合う 3.39 3.41 　「独立独歩夫婦」 3.24 3.25

　あなたが相談をもちかけ、ご主人はあいづちをうつ程度 3.19 3.23 　「戦友夫婦」 3.35 3.31

　ご主人が相談をもちかけ、あなたはあいづちをうつ程度 2.94 3.10 　「空気のような存在夫婦」 3.09 3.10

　夫婦で話し合うことはほとんどない 2.36 2.35 　「仮面夫婦」 1.57 1.54

　なんともいえない 2.38 2.36 　なんともいえない 2.75 2.75

　　　○「独立独歩夫婦」・・・夫婦別々の趣味や余暇活動を楽しむ　　　　 ○「戦友夫婦」・・・苦難の多い人生を共に歩んできた

　（注）「夫婦の関係についての判断」の意義は、次のとおりである。

　　　○「空気のような存在夫婦」・・・お互いの存在を普段意識しない　　　　○「仮面夫婦」・・・関係は冷え切っている

図表４－２　生活の総合評価（得点化した平均）と様々な項目（妻調査）

　　　○「おしどり夫婦」・・・何かにつけ一緒に行動（活動）することが多い　　○「仲良し夫婦」・・・趣味や余暇活動をともにすることが多い

 

 

（３）今後の生活設計上の不安項目 

 「団塊の世代」の人々が今後の生活設計において不安に感じることを尋ねた結果をみると、

本人調査計で「自身の健康」、「配偶者の健康」、「今後の生活資金」、「医療費の負担」などの順

で多くなっている。  
 これを妻調査の調査結果と本人調査の妻のある男性の結果とを比較してみると、総じて妻調

査の方が挙げられる割合がやや高くなっている中で、  
①「子どもの行く末」を挙げる割合（本人調査：35.1％／妻調査：42.2％）が両者でかなり差
がみられ、本人調査では第４位「医療費の負担」、第５位「子どもの行く末」となっているも

のが、妻調査では「子どもの行く末」が第４位に、「医療費の負担」が第５位と順序が逆転し

ている。  
②「老親の介護」（32.7％／39.0％）についても、両者でかなりの差がみられる。  
③「配偶者（妻）の健康」を挙げる人の割合（64.9％／72.6％）にもかなりの差がみられる。
これは妻自身が自分の健康に不安を感じているのに対して、夫では妻の健康に不安を感じて

いる人が相対的に少ないことを示している。  
といった違いがみられている。夫が雇用者である場合をみても、基本的には変わらない結果と

なっている（図表４－３（次ページ））。 
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　（注）　妻調査で「ご自身の健康」は「夫の健康」、「配偶者の健康」は「妻自身の健康」である。

図表４－３　今後の生活設計で不安に感じること
－本人調査と妻調査の比較－
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77.1

72.6

58.6

40.2

42.2

39.0

21.7

19.3

7.0

4.0

77.3

73.2

59.0

41.2

43.0

38.9

17.1

20.3

6.7

4.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

ご自身の健康

配偶者の健康

今後の生活資金

医療費の負担

子どもの行く末

老親等の介護

仕事のこと

日常生活の過ごし方

住居の確保

特にない

％

本人調査：有配偶男性 　うち雇用者 妻調査：計 　うち雇用者

 

 

５．高齢期の住まいの希望・見通し 

（１）60 歳以降の居住地の見通し 

60 歳以降の居住地の意向をみると、「今後とも現在の住まいで暮らそうと思う」が 77.3％と

４分の３以上の人々が現在の住居での居住を考えている。一方、「当分は現在の住まいで暮らす

が、いずれ転居しようと思う」は 10.4％、「それほど遠くない時期に転居しようと思う」3.0％

となっており、時期を問わなければ転居を考えている人は 13.4％となる。 

図表５－１　今後の居住地の意向

77.3

75.5

80.2

76.0

10.4

12.4

7.4

10.6

10.6

2.6

2.7

2.3

2.8

2.5

5.2

5.0

5.5

4.9

6.1

77.2

2.8

3.2

2.8

3.1

3.0

1.9

1.3

1.9

1.3

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

本人調査：計

　男性

　女性

　雇用者

　自営業主

今後とも現在の住まいで暮らそうと思う 当分は現在の住まいで暮らすがいずれ転居しようと思う

それほど遠くない時期に転居しようと思う 考えていない

なんともいえない 無回答
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（２）転居意向のある人の転居先希望の特性 

転居を考えている人に、現在の居住地と転居先として考えている地域の都市的な特性（大都

市、地域の中心都市、その他の都市、これらの郊外、町村地域）を尋ねた結果をみると、例え

ば現在「大都市の中」に居住している人で転居を考えている人の転居希望先は、27.2％が同じ
属性の「大都市の中」であるほか、「大都市の郊外」19.8％、地域の中心都市の郊外 9.9％など
となっており、大都市及び地域の中心都市以外の地域（図表５－２の「その他」）には 32.1％
の人が転居先として考えているといった結果となっている。  
 

図表５－２　現在の居住地の特性と転居希望先の特性と連結（転居を考えている人）

 （注）　数値は、それぞれの地域で転居を考えている人を100としたときの、それぞれの転居希望先の割合である。

　　　　「その他」の特性の地域については、流入のみ示した。

　　　　それぞれの内部間転居であっても、場所的には離れている場合もあることには注意されたい。

大都市の中

大都市の郊外

地域の中心
都市の中

地域の中心
都市の郊外

そ　の　他

27.2％

32.9％

22.6％

34.8％

62.4％

19.8％

11.0％

8.6％ 6.5％

17.7％

10.6％

12.9％

6.8％

6.1％
9.9％

32.1％

40.3％

40.9％

37.0％

9.6％

3.0％

 

 

（３）60 歳以降一緒に住む家族等の見通し 

①63 歳、67 歳頃の同居家族等 

63 歳や 67 歳の頃の同居家族等の見通しを尋ねた結果をみると（本人調査）、63 歳頃につい
ては、配偶者が 86.2％、長男 15.1％、長女 9.8％、自分の親 9.7％などで、単身で居住とする
人は 6.1％となっている。67 歳頃についてみると、配偶者 84.6％、長男 12.6％、長女 6.2％、
自分の親 6.2％などで、単身で居住は 7.0％となっている。  
 妻のある男性雇用者本人（本人調査）と夫が雇用者である妻（妻調査）とでそれぞれの結果

を比較してみると、総じて大きな相違はみられないものの、次のような差異がみられている（図

表５－３（次ページ））。  
①配偶者との同居率が、妻調査の方がやや低くなっている。  
②長女との同居率について、妻調査の方がかなり高くなっている。  
③妻の親（夫にとっては配偶者の親／妻にとっては自分の親）との同居率が、妻調査の方がか

なり高くなっている。  
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（％）

63歳の頃 67歳の頃 63歳の頃 67歳の頃 夫63歳の頃 夫67歳の頃

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

配偶者 86.2 84.6 96.7 94.1 94.9 93.3

長男 15.1 12.6 15.0 12.1 15.4 11.6

長女 9.8 6.2 11.5 6.5 14.7 7.9

他の男の子 5.5 4.2 6.2 4.1 8.7 5.5

他の女の子 5.4 4.0 6.1 4.1 7.5 4.4

自分の親 9.7 6.2 11.9 6.4 10.9 8.2

配偶者の親 5.3 3.7 4.0 4.1 7.4 7.0

他の親族 1.5 1.9 0.6 1.3 1.0 1.2

友人・知人 0.5 0.6 0.0 0.3 0.5 0.5

単身居住 6.1 7.0 0.9 1.7 0.6 1.2

無回答 2.0 2.2 1.5 1.4 1.2 2.1

　（注）　「本人調査：有配偶者男性」及び「妻調査」は、本人又は夫が現在雇用者の場合である。

本人調査：計 本人調査：有配偶者男性 妻調査

図表５－３　63歳の頃、67歳の頃に一緒に住んでいると思う人　

 

②同居家族などについての夫婦間の話し合いの状況 

 同居家族などの見通しについて夫婦間で話し合ったことの有無などを尋ねた結果をみると、

総じて「話合いをした」とする割合が低く、「話合いをしていない」とする割合が高くなってい

る中で、上記①と同様に本人調査と妻調査とを比較してみると、「話合いをした」とする割合は、

妻調査（妻）の方が本人調査（夫）よりもさらに小さくなっている（図表５－４）。 

（注）「話合いをした」：「話合いをし、意見が一致している」と「話合いはしたが意見がまと

まっているとはいえない」との合計。  
「話合いをしていない」：（「話し合ったことはないが同じ意見だと思う」と「話し合っ

たことはない」との合計 

図表５－４　一緒に住む家族などについての夫婦間の話合いの状況
－本人調査と妻調査との比較－

21.4

20.6

18.6

11.8

12.6

10.8

10.5

34.9

38.9

38.4

39.6

21.6

22.7

26.8

26.1

3.5

3.1

4.3

3.9

6.9

18.7

2.0

1.1

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本人調査：男性妻あり

　うち雇用者

妻調査：計

　うち夫：雇用者

話合いをし意見が一致している 話合いはしたが意見がまとまっているとはまだいえない

話し合ったことはないが同じ意見だと思う 話し合ったことはない

なんともいえない 無回答
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６．「老後資金」の準備状況と高齢期における家計収支見込み 

 
（１）「老後資金」の準備状況 

①現在の準備状況 

 いわゆる老後の生活資金等に充てる資金について、目標をたてて準備しているかどうかをみ

ると、「たてており、既に達成している」とする人が 5.4％、「たてており、達成に向け努力し
ている」とする人が 53.4％となっており、合わせて６割近く（58.8％）の人が「老後資金」の
目標をたてている。一方、「たてていない」が 35.1％、「考えたことがない」が 4.8％となって
いる。  
 男女別にみると、「既に達成」とする人の割合は５％程度でほとんど変わりはないが、女性の

方が「達成に向け努力中」とする人の割合が相対的に高く、その分「たてていない」の割合が

低くなっている（図表６－１）。  

図表６－１　「老後資金」の目標の状況

5.4

5.7

4.8

5.6

53.4

50.6

57.7

53.7

49.9

35.1

37.6

31.3

35.2

37.6

4.8

5.5

3.6

4.7

5.8

5.5

1.1

1.0

2.5

0.6

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本人調査：計

　男性

　女性

　雇用者

　自営業主

たてており、既に目標を達成している たてており、目標の達成に向け努力している
たてていない 考えたことがない
無回答

 

②達成努力中の人の達成見込み 

 上記①において目標達成に向け努力中とした人についてその達成見込みをみると、「十分達成

できる」は 2.8％にとどまっているが、「なんとか達成できそうだ」とする人が 40.1％となって
いる3。一方、「達成はかなり困難である」が 31.6％、「とても達成できない」11.4％となってお
り、達成の可否がほぼ２分されている。  
 男女別にみると、女性の方で「達成できる」た「なんとか達成できそうだ」とする割合が低

くなっている（図表６－２）。  

図表６－２　「老後資金」貯蓄目標の達成見込み（現在努力中の人）

3.8

4.5

40.1

41.4

38.4

40.5

36.9

31.6

34.2

28.2

31.3

35.8

11.4

9.1

14.5

11.9

8.4

11.3

9.0

14.4

10.9

3.2

3.9

3.0

1.3

2.8

10.6

2.5

2.8

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

本人調査：計

　男性

　女性

　雇用者

　自営業主

十分達成できる なんとか達成できそうだ 達成はかなり困難である

とても達成できそうにない なんともいえない 無回答
 

 
                                                  
3 ここの①及び②から、最終的に全体の３割程度（28.3％）の人が目標が達成できると試算される。  



 - 21 - 

（２）年金の受給見込み 

①受給できる年金 

 今後受給できると考えている年金をみると、本人調査計では、公的年金では「厚生年金」56.1％、

「国民年金」33.8％、「共済年金」9.0％となっており、また私的年金では「生保などの積み立

てによる私的年金」13.7％、「企業年金」10.9％となっている。 

 男女別にみると、男性の方が「厚生年金」や「共済年金」、「企業年金」の割合が相対的に高

く、「国民年金」は女性の方が高くなっている。また、現在の従業上の地位別にみると、雇用者

で「厚生年金」や「企業年金」が相対的に高く、一方、自営業主で多いのが「国民年金」とな

っている（図表６－３）。 

計 厚生年金 共済年金 国民年金 企業年金 生保など 年金はない 無回答

本人調査：計 100.0 56.1 9.0 33.8 10.9 13.7 1.7 21.3

　男性 100.0 60.5 12.3 25.8 14.4 12.2 1.9 18.4

　女性 100.0 49.3 3.9 46.0 5.5 15.9 1.4 25.7

　雇用者 100.0 63.9 12.1 24.5 13.9 13.8 0.9 19.6

　自営業主 100.0 40.4 1.7 64.3 3.6 13.1 4.5 15.6

図表６－３　受給できる年金（Ｍ．Ａ．）

　（注）　「生保など」は、「生命保険などの積み立てによる私的年金」である。

　　　　「国民年金」については、現在すべての国民が対象となるが、「厚生年金」や「共済年金」などに含めて答えられて

　　　　いると思われる。

 

②公的年金の受給年齢、受給額の認知度 

 公的年金について、受給できるようになる年齢や受給金額の認知度をみると、受給開始年齢

は８割程度の人が、受給額は４割弱の人が「知っている」と回答しており、男女別、従業上の

地位別にも大差はみられない（図表６－４、図表６－５）。  

図表６－４　公的年金の受給
　　　　　　年齢の認知度

80.1

81.1

78.4

80.1

77.8

19.6

18.6

21.2

19.5

22.2

0.3

0.3

0.4

0.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本人調査：計

　男性

　女性

　雇用者

　自営業主

知っている 知らない 無回答

図表６－５　公的年金の受給
　　　　　　金額の認知度

37.5

37.3

37.6

36.7

36.6

61.5

61.7

61.3

62.2

62.4

1.0

1.0

1.0

1.1

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本人調査：計

　男性

　女性

　雇用者

　自営業主

知っている 知らない 無回答

 

 受給開始年齢を知っているとした人に、何歳かを尋ねた結果をみると、現在の雇用者計で 65
歳とする人が 42.4％ともっとも高く、次いで 60 歳の 26.8％となっている。そのほかには、61
歳から 64 歳までの各歳に散らばっているが、61 歳とする人は少ない。また、同様に受給額に
ついてみると、「20～30 万円未満」とする人が 28.7％ともっとも多く、次いで「５～10 万円
未満」（24.3％）、「10～15 万円未満」（16.9％）、「15～20 万円未満」（16.6％）などとなってい
る。  
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（３）60 歳台における家計収支の見通し 

 63 歳の頃及び 67 歳の頃について、それぞれ世帯の家計収支のイメージした金額を尋ねた結
果をみると、本人調査計の単純平均でみて、63 歳の頃の総収入が 32.9 万円（現在の雇用者で
は 31.7 万円）に対して総支出は 27.5 万円（同 27.2 万円）と、67 歳の頃の総収入は 28.1 万円
（同 27.5 万円）に対して総支出は 24.9 万円（同 24.3 万円）となっている。また、収入の内訳
をみると、「仕事収入」の割合が 63 歳の頃は 47.2％（同 45.2％）に対して 67 歳の頃は 31.0％
（25.2％）に低下するのに対して、「公的年金」の割合が 23.6％（同 26.2％）から 34.6％（同
39.7％）にウェイトが高まることとなっている4。  

図表６－６　家計収支の見込み
①本人調査：計

27.5
24.9

32.9
28.1

0
5
10
15
20
25
30
35
40

６３歳の頃 ６７歳の頃

万円

総支出 総収入

図表６－６　②収入の構成
①本人調査：計

47.2
31.0

23.6
34.6

14.0 18.1

15.2 16.3

0%

20%

40%

60%

80%

100%

６３歳の頃 ６７歳の頃

仕事収入 公的年金 企業・私的年金 その他

図表６－６　家計収支の見込み
②本人調査：雇用者

27.2
24.3

31.7
27.5

0
5
10
15
20
25
30
35
40

６３歳の頃 ６７歳の頃

万円

総支出 総収入

図表６－６　②収入の構成
②本人調査：雇用者

45.2
25.2

26.2
39.7

14.7 19.6

13.9 15.4

0%

20%

40%

60%

80%

100%

６３歳の頃 ６７歳の頃

仕事収入 公的年金 企業・私的年金 その他

 
 
 
 

                                                  
4 収入の内訳については、無回答が少なくなく、ここでは項目別に回答のあった人の平均として算出した項
目別の支出額を合計したものを総支出額として計算した構成比を掲げている。従って、総支出額とは必ずし

も整合的とはいえないものである。  
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（参考）回答者の主な属性 

１．男女別（本人調査） 男性 60.5％  女性 39.5％  
２．従業上の地位 

（％）

本人調査：計 本人調査：男性 本人調査：女性 妻調査：夫

回答者計 100.0 100.0 100.0 100.0

　雇用者 69.1 73.3 62.6 73.1

　自営業主 13.2 18.4 5.1 19.9

　家族従業者 6.6 1.4 14.5 2.2

　無業 5.3 2.7 9.4 2.4

　無回答 5.8 4.2 8.4 2.4  

（注）調査設計上は就業者を対象としたが、モニター登録時以降離職したこと  

などにより現在「無業」となっている人も集計対象とした。  

 
３．雇用者の内訳 

（％）

本人調査：計 本人調査：男性 本人調査：女性 妻調査：夫

雇用者計 100.0 100.0 100.0 100.0

　正社員 65.1 80.6 37.2 82.3

　出向社員 2.1 3.1 0.3 2.5

　契約社員 5.7 5.5 6.1 8.1

　嘱託社員 3.1 2.6 3.9 2.5

　パートタイマー 17.3 2.3 44.3

　アルバイト 2.5 1.8 3.7

　派遣事業の派遣社員 0.8 0.9 0.6

　派遣事業以外の派遣社員 0.4 0.3 0.6

　その他 1.8 2.0 1.5

　無回答 1.1 0.7 1.8 2.4

産業計 100.0 100.0 100.0 100.0

建設業 5.9 7.4 3.1 9.8

製造業 24.1 28.8 15.8 26.2

運輸通信業 6.6 7.9 4.3 12.7

卸売・小売業 12.5 9.7 17.6 8.7

金融・保険・不動産業 7.4 7.2 7.7 5.0

下記以外のサービス業 14.5 12.3 18.6 10.9

公共のサービス業 9.1 7.0 12.9 5.1

公務 9.4 10.3 7.9 10.1

その他の産業（上記以外） 9.4 9.0 10.1 8.8

わからない 0.5 0.2 1.0 0.8

無回答 0.5 0.2 0.9 2.0

計 100.0 100.0 100.0 100.0

　　～２９人 21.3 17.3 28.6 16.7

３０～９９人 17.6 16.1 20.2 14.1

１００～９９９人 29.5 30.4 28.0 26.3

１，０００人～ 29.5 34.7 20.2 28.6

無回答 2.0 1.5 3.0 14.1

計 100.0 100.0 100.0 100.0

専門・技術的な仕事 22.2 28.1 11.6 25.0

管理的な仕事 17.7 26.2 2.4 23.6

事務の仕事 15.9 9.3 27.7 9.4

販売の仕事 10.7 9.0 13.7 7.7

サービスの仕事 10.6 6.5 18.2 6.4

技能工・生産工程の仕事 7.3 6.5 8.8 8.8

上記以外の仕事 13.6 13.2 14.1 15.8

無回答 2.1 1.2 3.6 3.4

③勤め先の企業規模

④仕事（職業）

2.2

①雇用・就業形態

②勤め先企業の産業

 


